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このたびの令和8年熊本地震により被害に遭われた皆様に心よりお見舞い申し上げます。
一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げます。

「
特
定
地
域
づ
く
り
事
業
協
同
組
合
」
と
い
う
制
度
を
ご

存
知
で
し
ょ
う
か
。

　
少
子
高
齢
化
や
都
市
部
へ
の
人
口
流
出
に
よ
る
地
域
の
担

い
手
不
足
が
課
題
と
な
る
中
、
都
市
部
か
ら
地
方
へ
の
人
の

流
れ
を
作
ろ
う
と
、「
地
域
お
こ
し
協
力
隊
」
や
「
地
域
活

性
化
起
業
人
」
な
ど
の
制
度
が
拡
充
さ
れ
、
活
用
が
進
ん
で

い
ま
す
。
中
で
も
特
に
人
口
減
少
が
激
し
い
地
域
に
お
い
て
、

地
域
に
あ
る
仕
事
を
つ
な
ぎ
合
わ
せ
て
通
年
の
安
定
雇
用
を

創
出
す
る
仕
組
み
と
し
て
、こ
の
制
度
が
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
鹿
児
島
県
内
で
は
、
令
和
３
年
に
沖
永
良
部
島
、
翌
年
に

与
論
島
、
徳
之
島
、
種
子
島
で
相
次
い
で
設
立
さ
れ
、
令
和

８
年
５
月
現
在
で
13
の
組
合
が
設
立
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の

仕
組
み
を
活
用
し
て
、
こ
れ
ま
で
に
約
１
３
０
名
の
方
が
、

農
業
、
水
産
業
、
食
品
加
工
、
旅
館
・
ホ
テ
ル
、
レ
ス
ト
ラ
ン
、

介
護
、
物
販
な
ど
様
々
な
職
場
で
活
躍
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ

の
う
ち
約
１
０
０
名
の
方
は
県
外
か
ら
の
採
用
で
、
年
齢
構

成
は
20
代
か
ら
30
代
が
最
も
多
く
、
40
代
か
ら
60
代
以
上
の

方
も
お
ら
れ
ま
す
。

　
豊
か
な
自
然
や
魅
力
的
な
地
域
資
源
が
あ
っ
て
も
、
仕
事

が
な
け
れ
ば
、
そ
の
土
地
に
住
み
続
け
る
の
は
困
難
で
す
。

季
節
や
時
間
を
限
定
し
た
細
切
れ
の
仕
事
だ
け
で
は
、
家
族

と
と
も
に
幸
せ
に
暮
ら
す
希
望
を
持
つ
こ
と
は
な
か
な
か
難

し
い
と
こ
ろ
で
す
。
そ
こ
で
、
地
域
で
一
念
発
起
し
て
組
合

を
設
立
し
、
そ
の
地
域
に
あ
る
様
々
な
仕
事
を
組
み
合
わ
せ
、

組
合
で
通
年
雇
用
し
た
職
員
が
地
域
の
様
々
な
職
場
に
出
向

い
て
働
く
中
で
自
分
に
合
っ
た
働
き
方
を
見
つ
け
、
地
域
に

定
着
で
き
る
よ
う
な
仕
組
み
を
作
ろ
う
と
、
議
員
立
法
に
よ

り
こ
の
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。
法
定
の
要
件
に
合
致
し

て
県
の
認
定
を
受
け
た
組
合
に
は
国
等
の
財
政
支
援
も
あ

り
、
全
国
で
１
４
０
を
超
え
る
組
合
が
設
立
さ
れ
て
い
ま
す
。

鹿
児
島
県
の
組
合
数
は
全
国
２
位
で
、
関
係
県
で
構
成
す
る

協
議
会
の
会
長
に
塩
田
知
事
が
就
任
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
こ
の
制
度
は
中
小
企
業
等
協
同
組
合
法
の
特
例
制

度
で
あ
り
、
地
元
市
町
村
や
、
鹿
児
島
県
中
小
企
業
団
体
中

央
会
に
よ
る
き
め
細
や
か
な
助
言
・
支
援
に
加
え
、
地
域
お

こ
し
協
力
隊
の
Ｏ
Ｂ
な
ど
関
係
の
方
々
の
人
の
輪
に
よ
っ
て

支
え
ら
れ
て
い
ま
す
。
移
り
住
む
人
々
や
地
域
に
よ
っ
て
異

な
る
様
々
な
課
題
に
対
応
す
る
た
め
日
々
奮
闘
さ
れ
て
い
る

鹿
児
島
の
人
々
の
温
か
い
人
の
輪
が
こ
れ
か
ら
も
続
い
て
い

く
よ
う
、
応
援
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

南大隅町の茶畑（写真提供：南大隅町複業協同組合）

鹿
児
島
県
副
知
事

寺
田
雅
一

地
域
の
担
い
手
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育
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人
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地
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を
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い
替
え
特
需
や
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー

ク
中
の
集
客
増
加
が
奏
功
し
た
。
そ

の
ほ
か
、
製
造
業
の
木
材
（
同
▲
75

↓
▲
60
）、
機
械
・
金
属
（
同
▲
33
↓

▲
8
）、
建
設
業
の
建
築
（
同
▲
26
↓

▲
14
）、
卸
売
業
の
建
設
資
材
（
同
▲

24
↓
▲
12
）、
小
売
業
の
百
貨
店
・
ス
ー

パ
ー
（
同
0
↓
11
）
が
大
幅
に
改
善

し
た
（
図
表
２
）。
一
方
、
製
造
業
の

そ
の
他
製
造
（
同
▲
16
↓
▲
33
）、
建

設
業
の
総
合
建
設
（
同
0
↓
▲
20
）

と
そ
の
他
建
設
（
同
25
↓
9
）、
小
売

業
の
そ
の
他
小
売
（
同
▲
11
↓
▲
23
）

は
大
幅
に
悪
化
し
た
（
図
表
2
）。

　
来
期
の
業
況
見
通
し
D
I
は
▲
19

で
、
今
期
（
▲
10
）
か
ら
9
㌽
減
と
悪

化
の
見
込
み
（
前
頁
図
表
1
）。
中
東

情
勢
の
先
行
き
不
透
明
感
の
高
ま
り

が
背
景
に
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

　
業
況
見
通
し
D
I
を
業
種
別
（
大

分
類
）
に
み
る
と
、
そ
の
他
産
業
（
今

期
▲
8
↓
来
期
▲
23
）、
卸
売
業
（
同

3
↓
▲
10
）、
建
設
業
（
同
▲
6
↓
▲

18
）
は
大
幅
に
悪
化
、
小
売
業
（
同

▲
9
↓
▲
14
）
は
悪
化
、
製
造
業
（
同

▲
21
↓
▲
24
）
も
や
や
悪
化
の
見
込

　
今
期
の
業
況
D
I
は
▲
10
で
、
前

期
（
▲
14
）
か
ら
4
㌽
増
と
や
や
改

善
し
た
（
図
表
1
）。
米
国
と
イ
ラ
ン

の
戦
闘
終
結
に
向
け
た
覚
書
が
締
結

さ
れ
、
原
油
や
石
油
由
来
製
品
の
調

達
懸
念
が
や
わ
ら
ぎ
、
企
業
の
業
況

感
は
持
ち
直
し
た
。

　
業
況
D
I
を
業
種
別
（
大
分
類
）
で

み
る
と
、
卸
売
業
（
前
期
▲
19
↓
今
期

3
）
が
22
㌽
増
と
大
幅
に
改
善
、
小
売

業
（
同
▲
14
↓
▲
9
）
が
5
㌽
増
と
改

善
、
そ
の
他
産
業
（
同
▲
12
↓
▲
8
）

が
4
㌽
増
と
や
や
改
善
し
た
。
一
方
、

建
設
業
（
同
▲
2
↓
▲
6
）
が
4
㌽

減
と
や
や
悪
化
し
た
。
一
方
、
製
造
業

（
同
▲
21
↓
▲
21
）
は
横
ば
い
だ
っ
た

（
図
表
1
）。

　
業
種
別
（
中
分
類
）
で
み
る
と
、

卸
売
業
の
家
電
卸
売
（
同
▲
50
↓
50
）

や
そ
の
他
卸
売
（
同
▲
15
↓
33
）、
小

売
業
の
家
電
製
品
（
同
▲
33
↓
67
）、

そ
の
他
産
業
の
旅
館
・
ホ
テ
ル
（
同

▲
7
↓
15
）
が
大
幅
に
改
善
し
て
プ

ラ
ス
圏
に
転
じ
た
。
エ
ア
コ
ン
の
買

み
と
全
業
種
で
悪
化
の
見
通
し
と

な
っ
た
。

　
今
期
の
売
上
・
完
工
高
D
I
は
2

で
、
前
期
（
▲
2
）
か
ら
4
㌽
増
と

や
や
改
善
し
た
（
図
表
3
）。

　
来
期
の
売
上
・
完
工
高
D
I
は
▲

9
で
、
今
期
（
2
）
か
ら
11
㌽
減
と

大
幅
に
悪
化
の
見
込
み
。

　
今
期
の
損
益
D
I
は
▲
8
で
、
前

期
（
▲
11
）
か
ら
3
㌽
増
と
や
や
改

善
し
た
（
図
表
3
）。

　
来
期
の
損
益
D
I
は
▲
16
で
、
今

期
（
▲
8
）
か
ら
8
㌽
減
と
悪
化
の

見
込
み
。

　
今
期
の
資
金
繰
り
D
I
は
▲
13
で
、

前
期
（
▲
12
）
か
ら
1
㌽
減
と
ほ
ぼ

横
ば
い
だ
っ
た
（
図
表
3
）。

　
来
期
の
資
金
繰
り
D
I
は
▲
19
で
、

今
期
（
▲
13
）
か
ら
6
㌽
減
と
悪
化

の
見
込
み
。

　
今
期
の
雇
用
人
員
D
I
は
▲
44
で
、

前
期
（
▲
49
）
か
ら
5
㌽
増
と
改
善

し
た
（
図
表
3
）。

　
来
期
の
雇
用
人
員
D
I
は
▲
45
で
、

今
期
（
▲
44
）
か
ら
1
㌽
減
と
ほ
ぼ

横
ば
い
の
見
込
み
。

 

　
今
期
の
販
売
価
格
D
I
は
50
で
、
前

期
（
44
）
か
ら
6
㌽
増
と
上
昇
し
た

（
前
々
頁
図
表
1
）。

　
来
期
の
販
売
価
格
D
I
は
47
で
、
今

期
（
50
）
か
ら
3
㌽
減
と
や
や
下
落
の

見
込
み
。

　
今
期
の
仕
入
価
格
D
I
は
84
で
、
前

期
（
74
）
か
ら
10
㌽
増
と
大
幅
に
上
昇

し
た
（
前
々
頁
図
表
1
）。

　
来
期
の
仕
入
価
格
D
I
は
82
で
、
今

期
（
84
）
か
ら
2
㌽
減
と
や
や
下
落
の

見
込
み
。

　
今
期
、
設
備
投
資
を
実
施
し
た
企
業

割
合
は
31
％
と
、
前
期
（
33
％
）
か
ら

2
㌽
減
と
や
や
減
少
し
た
（
前
頁
図
表

4
）。
来
期
に
設
備
投
資
を
予
定
す
る

企
業
割
合
は
36
％
と
、
今
期
（
31
％
）

か
ら
5
㌽
増
と
増
加
の
見
込
み
。

　
経
営
上
の
問
題
点
（
内
部
環
境
・
外

部
環
境
）
は
、「
原
材
料
（
仕
入
品
）

価
格
高
」
が
63
％
（
前
期
62
％
）
で
最

も
多
く
、
こ
れ
に
「
人
手
不
足
・
求
人

難
」
の
52
％
（
同
57
％
）、「
人
件
費
等

各
種
経
費
高
」
の
43
％
（
同
43
％
）
が

続
い
た
（
図
表
5
）。

　
業
況
D
I
は
、
今
期
は
中
東
情
勢
の

進
展
期
待
で
、や
や
改
善
し
た
。
一
方
、

来
期
は
中
東
情
勢
の
不
透
明
感
の
高
ま

り
で
悪
化
の
見
込
み
と
な
っ
て
い
る

が
、
マ
ク
ロ
環
境
（
地
政
学
リ
ス
ク
・

為
替
・
国
内
政
策
）
の
動
向
次
第
で

本
県
経
済
へ
の
影
響
は
変
わ
り
得
る
。

今
後
の
動
向
を
引
き
続
き
注
視
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

（
福
留 

一
郎
）
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卸
売
業
を
中
心
に
改
善

業
況
は
や
や
改
善

業況DIの推移（大分類）図表１
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DI  ＝「良い」－「悪い」、「増加」－「減少」、
　　　いずれも回答企業割合

用 

語

●調 査 方 法　インターネット及び郵送　　●対 象 企 業　県内主要企業　500社　●回答企業数　304社（回答率 60.8％）
●対 象 期 間　2026年4～6月期実績見込み／2026年7～9月期見通し ●調 査 時 期　2026年6月下旬

調査要領

調査の概要

• 業況DI…今期▲10。前期（▲14）から4㌽増とやや改善。来期▲19。今期から9㌽減と悪化の見込み。

• 販売価格DI…今期50。前期（44）から6㌽増と上昇。来期47。今期から3㌽減とやや下落の見込み。

• 仕入価格DI…今期84。前期（74）から10㌽増と大幅に上昇。来期82。今期から2㌽減とやや下落の見込み。

• 雇用人員DI…今期▲44。前期（▲49）から5㌽増と改善。来期▲45。今期から1㌽減とほぼ横ばいの見込み。

• 経営上の問題点…「原材料(仕入品)価格高」が63％（前期62％）で最も多く、これに「人手不足・求人難」の52％（同57％）、   
　　　　　　　　「人件費等各種経費高」の43％（同43％）が続いた。
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2026年4～6月期 県内企業・業況調査結果

い
替
え
特
需
や
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー

ク
中
の
集
客
増
加
が
奏
功
し
た
。
そ

の
ほ
か
、
製
造
業
の
木
材
（
同
▲
75

↓
▲
60
）、
機
械
・
金
属
（
同
▲
33
↓

▲
8
）、
建
設
業
の
建
築
（
同
▲
26
↓

▲
14
）、
卸
売
業
の
建
設
資
材
（
同
▲

24
↓
▲
12
）、
小
売
業
の
百
貨
店
・
ス
ー

パ
ー
（
同
0
↓
11
）
が
大
幅
に
改
善

し
た
（
図
表
２
）。
一
方
、
製
造
業
の

そ
の
他
製
造
（
同
▲
16
↓
▲
33
）、
建

設
業
の
総
合
建
設
（
同
0
↓
▲
20
）

と
そ
の
他
建
設
（
同
25
↓
9
）、
小
売

業
の
そ
の
他
小
売
（
同
▲
11
↓
▲
23
）

は
大
幅
に
悪
化
し
た
（
図
表
2
）。

　
来
期
の
業
況
見
通
し
D
I
は
▲
19

で
、
今
期
（
▲
10
）
か
ら
9
㌽
減
と
悪

化
の
見
込
み
（
前
頁
図
表
1
）。
中
東

情
勢
の
先
行
き
不
透
明
感
の
高
ま
り

が
背
景
に
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

　
業
況
見
通
し
D
I
を
業
種
別
（
大

分
類
）
に
み
る
と
、
そ
の
他
産
業
（
今

期
▲
8
↓
来
期
▲
23
）、
卸
売
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（
同

3
↓
▲
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）、
建
設
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（
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▲
6
↓
▲

18
）
は
大
幅
に
悪
化
、
小
売
業
（
同

▲
9
↓
▲
14
）
は
悪
化
、
製
造
業
（
同

▲
21
↓
▲
24
）
も
や
や
悪
化
の
見
込

　
今
期
の
業
況
D
I
は
▲
10
で
、
前

期
（
▲
14
）
か
ら
4
㌽
増
と
や
や
改

善
し
た
（
図
表
1
）。
米
国
と
イ
ラ
ン

の
戦
闘
終
結
に
向
け
た
覚
書
が
締
結

さ
れ
、
原
油
や
石
油
由
来
製
品
の
調

達
懸
念
が
や
わ
ら
ぎ
、
企
業
の
業
況

感
は
持
ち
直
し
た
。

　
業
況
D
I
を
業
種
別
（
大
分
類
）
で

み
る
と
、
卸
売
業
（
前
期
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↓
今
期

3
）
が
22
㌽
増
と
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幅
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善
、
小
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（
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↓
▲
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）
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㌽
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（
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▲
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㌽
増
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㌽
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、
製
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▲
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（
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）
が
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て
プ

ラ
ス
圏
に
転
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。
エ
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の
買
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業
種
で
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化
の
見
通
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と

な
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た
。
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の
売
上
・
完
工
高
D
I
は
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で
、
前
期
（
▲
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と
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（
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今
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は
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で
、
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（
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）
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5
㌽
増
と
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（
図
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来
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の
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人
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、

今
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（
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）
か
ら
1
㌽
減
と
ほ
ぼ

横
ば
い
の
見
込
み
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今
期
の
販
売
価
格
D
I
は
50
で
、
前

期
（
44
）
か
ら
6
㌽
増
と
上
昇
し
た

（
前
々
頁
図
表
1
）。

　
来
期
の
販
売
価
格
D
I
は
47
で
、
今

期
（
50
）
か
ら
3
㌽
減
と
や
や
下
落
の

見
込
み
。

　
今
期
の
仕
入
価
格
D
I
は
84
で
、
前

期
（
74
）
か
ら
10
㌽
増
と
大
幅
に
上
昇

し
た
（
前
々
頁
図
表
1
）。

　
来
期
の
仕
入
価
格
D
I
は
82
で
、
今

期
（
84
）
か
ら
2
㌽
減
と
や
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下
落
の

見
込
み
。

　
今
期
、
設
備
投
資
を
実
施
し
た
企
業

割
合
は
31
％
と
、
前
期
（
33
％
）
か
ら

2
㌽
減
と
や
や
減
少
し
た
（
前
頁
図
表

4
）。
来
期
に
設
備
投
資
を
予
定
す
る

企
業
割
合
は
36
％
と
、
今
期
（
31
％
）

か
ら
5
㌽
増
と
増
加
の
見
込
み
。

　
経
営
上
の
問
題
点
（
内
部
環
境
・
外

部
環
境
）
は
、「
原
材
料
（
仕
入
品
）

価
格
高
」
が
63
％
（
前
期
62
％
）
で
最

も
多
く
、
こ
れ
に
「
人
手
不
足
・
求
人

難
」
の
52
％
（
同
57
％
）、「
人
件
費
等

各
種
経
費
高
」
の
43
％
（
同
43
％
）
が

続
い
た
（
図
表
5
）。

　
業
況
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は
、
今
期
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中
東
情
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一
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、
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の
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ま
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っ
て
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る

が
、
マ
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環
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（
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学
リ
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ク
・
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替
・
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策
）
の
動
向
次
第
で

本
県
経
済
へ
の
影
響
は
変
わ
り
得
る
。

今
後
の
動
向
を
引
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続
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注
視
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

（
福
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一
郎
）

来
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見
込
み
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経
営
上
の
問
題
点
（
内
部
環
境
・
外

部
環
境
）
は
、「
原
材
料
（
仕
入
品
）

価
格
高
」
が
63
％
（
前
期
62
％
）
で
最

も
多
く
、
こ
れ
に
「
人
手
不
足
・
求
人

難
」
の
52
％
（
同
57
％
）、「
人
件
費
等

各
種
経
費
高
」
の
43
％
（
同
43
％
）
が

続
い
た
（
図
表
5
）。

　
業
況
D
I
は
、
今
期
は
中
東
情
勢
の

進
展
期
待
で
、や
や
改
善
し
た
。
一
方
、

来
期
は
中
東
情
勢
の
不
透
明
感
の
高
ま

り
で
悪
化
の
見
込
み
と
な
っ
て
い
る

が
、
マ
ク
ロ
環
境
（
地
政
学
リ
ス
ク
・

為
替
・
国
内
政
策
）
の
動
向
次
第
で

本
県
経
済
へ
の
影
響
は
変
わ
り
得
る
。

今
後
の
動
向
を
引
き
続
き
注
視
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

（
福
留 

一
郎
）

業況DIの長期推移 経営上の問題点（内部環境・外部環境）図表5
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2026年4～6月期 県内企業・業況調査結果

各項目DI
《資料編》

2026 年 1 ～ 3 月期 2026 年 4 ～ 6 月期 2026 年 7 ～ 9 月期
前期 実績 今期 実績 来期 見通し

   状   況 良い 普通 悪い ＤＩ 良い 普通 悪い ＤＩ 良い 普通 悪い ＤＩ
差 

（今期－前期）
差 

（来期－今期）増加 同程度 減少 増加 同程度 減少 増加 同程度 減少
  項　目 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）（Ａ）－（Ｃ）（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）（Ａ）－（Ｃ） （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）（Ａ）－（Ｃ）

自 社 の 業 況 13 60 27 ▲ 14 14 62 24 ↑ ▲ 10 ( 4) 7 67 26 ↓ ▲ 19 ( ▲ 9)
 製  造  業 12 55 33 ▲ 21 15 49 36 - ▲ 21 ( 0) 10 56 34 ↓ ▲ 24 ( ▲ 3)
 建  設  業 12 74 14 ▲ 2 7 80 13 ↓ ▲ 6 ( ▲ 4) 4 74 22 ↓ ▲ 18 ( ▲ 12)
 卸  売  業 13 55 32 ▲ 19 19 65 16 ↑ 3 ( 22) 3 84 13 ↓ ▲ 10 ( ▲ 13)
 小  売  業 11 64 25 ▲ 14 14 63 23 ↑ ▲ 9 ( 5) 10 67 24 ↓ ▲ 14 ( ▲ 5)
 その他産業 15 58 27 ▲ 12 14 64 22 ↑ ▲ 8 ( 4) 4 69 27 ↓ ▲ 23 ( ▲ 15)

生 産 高（製造業） 18 50 32 ▲ 14 25 40 35 ↑ ▲ 10 ( 4) 20 46 34 ↓ ▲ 14 ( ▲ 4)
売 上・完 工 高 27 44 29 ▲ 2 28 46 26 ↑ 2 ( 4) 18 55 27 ↓ ▲ 9 ( ▲ 11)

 製  造  業 32 36 32 0 32 36 32 - 0 ( 0) 27 43 30 ↓ ▲ 3 ( ▲ 3)
 建  設  業 20 55 25 ▲ 5 17 59 24 ↓ ▲ 7 ( ▲ 2) 9 61 30 ↓ ▲ 21 ( ▲ 14)
 卸  売  業 32 39 29 3 35 52 13 ↑ 22 ( 19) 16 71 13 ↓ 3 ( ▲ 19)
 小  売  業 18 55 27 ▲ 9 26 51 23 ↑ 3 ( 12) 24 49 27 ↓ ▲ 3 ( ▲ 6)
 その他産業 27 43 30 ▲ 3 29 45 26 ↑ 3 ( 6) 12 61 27 ↓ ▲ 15 ( ▲ 18)

製品・商品在庫 過剰 適正 不足 過剰 適正 不足
（適正水準比） 11 78 11 0 9 80 11 ↓ ▲ 2 ( ▲ 2)

 製  造  業 15 67 18 ▲ 3 9 77 14 ↓ ▲ 5 ( ▲ 2)
 建  設  業 5 88 7 ▲ 2 8 84 8 ↑ 0 ( 2)
 卸  売  業 17 70 13 4 16 74 10 ↑ 6 ( 2)
 小  売  業 18 77 5 13 12 81 7 ↓ 5 ( ▲ 8)
 その他産業 5 87 8 ▲ 3 4 83 13 ↓ ▲ 9 ( ▲ 6)

損　　　　　益 好転 横ばい 悪化 好転 横ばい 悪化 好転 横ばい 悪化
18 53 29 ▲ 11 19 54 27 ↑ ▲ 8 ( 3) 11 62 27 ↓ ▲ 16 ( ▲ 8)

 製  造  業 19 48 33 ▲ 14 26 40 34 ↑ ▲ 8 ( 6) 16 52 32 ↓ ▲ 16 ( ▲ 8)
 建  設  業 14 61 25 ▲ 11 16 64 20 ↑ ▲ 4 ( 7) 4 69 27 ↓ ▲ 23 ( ▲ 19)
 卸  売  業 10 64 26 ▲ 16 23 51 26 ↑ ▲ 3 ( 13) 10 74 16 ↓ ▲ 6 ( ▲ 3)
 小  売  業 16 57 27 ▲ 11 16 63 21 ↑ ▲ 5 ( 6) 10 64 26 ↓ ▲ 16 ( ▲ 11)
 その他産業 24 47 29 ▲ 5 16 58 26 ↓ ▲ 10 ( ▲ 5) 9 63 28 ↓ ▲ 19 ( ▲ 9)

販　売　価　格 上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下
48 48 4 44 54 42 4 ↑ 50 ( 6) 51 45 4 ↓ 47 ( ▲ 3)

 製  造  業 48 52 0 48 56 44 0 ↑ 56 ( 8) 63 37 0 ↑ 63 ( 7)
 建  設  業 49 47 4 45 60 33 7 ↑ 53 ( 8) 50 41 9 ↓ 41 ( ▲ 12)
 卸  売  業 61 29 10 51 71 26 3 ↑ 68 ( 17) 55 45 0 ↓ 55 ( ▲ 13)
 小  売  業 57 39 4 53 68 32 0 ↑ 68 ( 15) 64 31 5 ↓ 59 ( ▲ 9)
 その他産業 39 57 4 35 37 54 9 ↓ 28 ( ▲ 7) 32 60 8 ↓ 24 ( ▲ 4)

仕　入　価　格 上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下
77 20 3 74 85 14 1 ↑ 84 ( 10) 82 18 0 ↓ 82 ( ▲ 2)

 製  造  業 71 24 5 66 85 14 1 ↑ 84 ( 18) 82 18 0 ↓ 82 ( ▲ 2)
 建  設  業 81 17 2 79 91 9 0 ↑ 91 ( 12) 85 13 2 ↓ 83 ( ▲ 8)
 卸  売  業 71 23 6 65 87 10 3 ↑ 84 ( 19) 77 23 0 ↓ 77 ( ▲ 7)
 小  売  業 75 23 2 73 80 20 0 ↑ 80 ( 7) 79 21 0 ↓ 79 ( ▲ 1)
 その他産業 81 17 2 79 84 15 1 ↑ 83 ( 4) 82 18 0 ↓ 82 ( ▲ 1)

資　金　繰　り 楽 普通 窮屈 楽 普通 窮屈 楽 普通 窮屈
3 82 15 ▲ 12 3 81 16 ↓ ▲ 13 ( ▲ 1) 2 77 21 ↓ ▲ 19 ( ▲ 6)

 製  造  業 6 73 21 ▲ 15 2 76 22 ↓ ▲ 20 ( ▲ 5) 2 75 23 ↓ ▲ 21 ( ▲ 1)
 建  設  業 2 88 10 ▲ 8 7 78 15 - ▲ 8 ( 0) 2 76 22 ↓ ▲ 20 ( ▲ 12)
 卸  売  業 0 87 13 ▲ 13 0 97 3 ↑ ▲ 3 ( 10) 0 87 13 ↓ ▲ 13 ( ▲ 10)
 小  売  業 0 89 11 ▲ 11 2 89 9 ↑ ▲ 7 ( 4) 2 86 12 ↓ ▲ 10 ( ▲ 3)
 その他産業 4 81 15 ▲ 11 4 79 17 ↓ ▲ 13 ( ▲ 2) 2 72 26 ↓ ▲ 24 ( ▲ 11)

雇　用　人　員 過剰 適正 不足 過剰 適正 不足 過剰 適正 不足
2 47 51 ▲ 49 4 48 48 ↑ ▲ 44 ( 5) 4 47 49 ↓ ▲ 45 ( ▲ 1)

 製  造  業 4 55 41 ▲ 37 8 54 38 ↑ ▲ 30 ( 7) 6 54 40 ↓ ▲ 34 ( ▲ 4)
 建  設  業 0 41 59 ▲ 59 2 44 54 ↑ ▲ 52 ( 7) 2 42 56 ↓ ▲ 54 ( ▲ 2)
 卸  売  業 7 48 45 ▲ 38 0 58 42 ↓ ▲ 42 ( ▲ 4) 0 58 42 - ▲ 42 ( 0)
 小  売  業 0 52 48 ▲ 48 2 51 47 ↑ ▲ 45 ( 3) 2 43 55 ↓ ▲ 53 ( ▲ 8)
 その他産業 1 41 58 ▲ 57 3 38 59 ↑ ▲ 56 ( 1) 4 41 55 ↑ ▲ 51 ( 5)

単位：％業況DI（中分類）

売上・完工高DI（中分類）

2026年4～6月期　県内企業・業況調査結果集計表

2026 年 1 ～ 3 月期 2026 年 4 ～ 6 月期 2026 年 7 ～ 9 月期
前期 実績 今期 実績 差（今期－前期） 来期 見通し 差（来期－今期）

全    業    種 ▲ 14 ▲ 10 4  4 ▲ 19 -9 ▲ 9
製　　造　　業 ▲ 21 ▲ 21 0  0 ▲ 24 -3 ▲ 3

食　料　品 ▲ 18 ▲ 23 -5 ▲ 5 ▲ 23 0  0
繊　　　維  0 ▲ 100 -100 ▲ 100  0 100  100
木　　　材 ▲ 75 ▲ 60 15  15 ▲ 40 20  20
紙・パルプ  0  0 0  0 ▲ 100 -100 ▲ 100
窯業・土石 ▲ 33 ▲ 25 8  8 ▲ 25 0  0
機械・金属 ▲ 33 ▲ 8 25  25 ▲ 22 -14 ▲ 14
電機・電子  17  15 -2 ▲ 2  29 14  14
そ　の　他 ▲ 16 ▲ 33 -17 ▲ 17 ▲ 50 -17 ▲ 17

建　　設　　業 ▲ 2 ▲ 6 -4 ▲ 4 ▲ 18 -12 ▲ 12
土　　　木  0  0 0  0 ▲ 18 -18 ▲ 18
建　　　築 ▲ 26 ▲ 14 12  12 ▲ 29 -15 ▲ 15
総 合 建 設  0 ▲ 20 -20 ▲ 20 ▲ 20 0  0
そ　の　他  25  9 -16 ▲ 16  0 -9 ▲ 9

卸　　売　　業 ▲ 19  3 22  22 ▲ 10 -13 ▲ 13
食　料　品 ▲ 15 ▲ 7 8  8 ▲ 7 0  0
建 設 資 材 ▲ 24 ▲ 12 12  12 ▲ 25 -13 ▲ 13
家 電 卸 売 ▲ 50  50 100  100  0 -50 ▲ 50
そ　の　他 ▲ 15  33 48  48  0 -33 ▲ 33

小　　売　　業 ▲ 14 ▲ 9 5  5 ▲ 14 -5 ▲ 5
百貨店・スーパー  0  11 11  11 ▲ 22 -33 ▲ 33
衣　料　品  0  0 0  0  0 0  0
自　動　車 ▲ 30 ▲ 33 -3 ▲ 3 ▲ 22 11  11
家 電 製 品 ▲ 33  67 100  100  33 -34 ▲ 34
石油・ガス  0  0 0  0 ▲ 20 -20 ▲ 20
そ　の　他 ▲ 11 ▲ 23 -12 ▲ 12 ▲ 13 10  10

そ の 他 産 業 ▲ 12 ▲ 8 4  4 ▲ 23 -15 ▲ 15
旅館・ホテル ▲ 7  15 22  22 ▲ 14 -29 ▲ 29
運輸・通信 ▲ 6 ▲ 9 -3 ▲ 3 ▲ 9 0  0
外　　　食 ▲ 40 ▲ 33 7  7 ▲ 50 -17 ▲ 17
その他サービス ▲ 18 ▲ 12 6  6 ▲ 27 -15 ▲ 15

2026 年 1 ～ 3 月期 2026 年 4 ～ 6 月期 2026 年 7 ～ 9 月期
前期 実績 今期 実績 差（今期－前期） 来期 見通し 差（来期－今期）

全    業    種 ▲ 2  2 4  4 ▲ 9 -11 ▲ 11
製　　造　　業  0  0 0  0 ▲ 3 -3 ▲ 3

食　料　品  11  0 -11 ▲ 11  2 2  2
繊　　　維 ▲ 50 ▲ 50 0  0  0 50  50
木　　　材  25 ▲ 40 -65 ▲ 65 ▲ 20 20  20
紙・パルプ  50  34 -16 ▲ 16  0 -34 ▲ 34
窯業・土石 ▲ 44 ▲ 50 -6 ▲ 6 ▲ 50 0  0
機械・金属 ▲ 33  29 62  62  14 -15 ▲ 15
電機・電子  49  42 -7 ▲ 7  28 -14 ▲ 14
そ　の　他 ▲ 16 ▲ 17 -1 ▲ 1 ▲ 50 -33 ▲ 33

建　　設　　業 ▲ 5 ▲ 7 -2 ▲ 2 ▲ 21 -14 ▲ 14
土　　　木  0 ▲ 27 -27 ▲ 27 ▲ 37 -10 ▲ 10
建　　　築 ▲ 27 ▲ 15 12  12 ▲ 21 -6 ▲ 6
総 合 建 設  11 ▲ 30 -41 ▲ 41 ▲ 30 0  0
そ　の　他  8  46 38  38  0 -46 ▲ 46

卸　　売　　業  3  22 19  19  3 -19 ▲ 19
食　料　品  15  20 5  5  6 -14 ▲ 14
建 設 資 材 ▲ 24  0 24  24 ▲ 25 -25 ▲ 25
家 電 卸 売  0  50 50  50 ▲ 50 -100 ▲ 100
そ　の　他  14  50 36  36  50 0  0

小　　売　　業 ▲ 9  3 12  12 ▲ 3 -6 ▲ 6
百貨店・スーパー  33  22 -11 ▲ 11 ▲ 11 -33 ▲ 33
衣　料　品  0  0 0  0  0 0  0
自　動　車 ▲ 40 ▲ 11 29  29  0 11  11
家 電 製 品 ▲ 33  100 133  133  34 -66 ▲ 66
石油・ガス ▲ 25  0 25  25  0 0  0
そ　の　他 ▲ 5 ▲ 17 -12 ▲ 12 ▲ 6 11  11

そ の 他 産 業 ▲ 3  3 6  6 ▲ 15 -18 ▲ 18
旅館・ホテル  13  29 16  16 ▲ 8 -37 ▲ 37
運輸・通信  17  0 -17 ▲ 17 ▲ 5 -5 ▲ 5
外　　　食 ▲ 20 ▲ 33 -13 ▲ 13 ▲ 50 -17 ▲ 17
その他サービス ▲ 12  0 12  12 ▲ 19 -19 ▲ 19
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2026年4～6月期 県内企業・業況調査結果

損益DI（中分類）意　見

製
造
業

食料品

賞与は時給換算されない賃金なので、支給額（率）を減らして月給を増やす企業が増えている。求
職者は賞与や年収よりも月給で職を探しており、賞与を振り分ける企業はまだまだ増えると思わ
れる。

焼酎業界の売り上げ縮小により今期から来期にかけても利益が縮小の見込み。このような状況から
夏のボーナスに影響が出るのは必至。

製造原価のほとんどを輸入原料が占めており、収益に大きくマイナスの影響があると見込んでいる。
また、資材等の価格の上昇は経営に与えるマイナスも大きい。

中東情勢による原料確保の不透明から、これまでより原料を多く確保した。単価上昇もあり収益を
圧迫している。

材料費価格が徐々に上がってきており、必要に応じて製品値上げが必要。また、最低賃金上昇が続
くと賞与支給率は下げざるを得ない時期が来る。

1年前の借入金利とすると今秋には 2倍になることが予想される。売り上げ増加以上に経費の削減
を求められる中で金利上昇は非常に厳しい。

窯業・土石 年々下がる出荷量を販売価格の転嫁で対応してきたが、今後もそのような対応が出来るのか不安し
かない。

機械・金属

物価高の状況において大手企業が賞与を増額したため、中小企業である当社も、社員のモチベーショ
ン維持のため、対抗上賞与を増加した。

中東からの受注は多くあるが、ホルムズ海峡の影響で生産しても輸出出来ない状況であるため早期
解決を望む。

その他の製造業 弊社の業界だけで見ると業況としては、厳しい状況が続いている。夏のボーナスも支給するとして
もわずかとなりそう。金利上昇は今後の設備投資への影響が懸念される。

建
設
業

建築
物価上昇により民間の建設投資が落ち込んできたような気がする。売上高に影響が出てきそうだ。

夏季賞与は、予測通りの水準。政策金利等はよく把握していない。引き続き無借金経営を継続して
いける財務体制を続ける。

総合建設

大型受注工事が増え、運転資金を借入調達せざるを得ない。銀行の業績向上を地場産業に還元し、
政策金利は上昇したが、貸出金利は抑えて欲しい。

ウクライナ戦争や中東戦争によるコストプッシュ型のインフレで金利を引き上げると庶民の生活は
苦しくなり、若い人の住宅建設の意欲がますます低下するのではないか。

卸
売
業

食料品卸売

営業所移転に伴う借入増により金利負担が増加したものの、一方で余剰資金運用による利息収入等
も期待できる。

これまでビール類の計画的な値上げが注目されてきたが、今年に入ってからようやく焼酎が値上げ
の兆しである。ただ経費の値上げも大きくなってきており取扱商品価格への経費の転嫁が損益のカ
ギだと言える。

小
売
業

家電 エアコン部材の供給不安定化に伴いエアコンが販売できない状況が発生する可能性がある。

自動車 昨年度販売業績不振により夏のボーナスは昨年同期より約 5％減少の見込み。車両販売価格上昇及
び車両販売時のクレジット金利上昇によりクレジット購入割合が減少傾向にある。

石油・ガス 世界情勢が安定せず倒産件数が増加傾向である為、売掛金先への管理が大切になっている。また雇
用面では、従業員の働きによっては社会保険料の負担により人員確保が難しくなるのではと感じる。

そ
の
他
産
業

旅館・ホテル 需要は堅調、品質担保のため、受注コントロールしている。

外食 食材の原価高騰が止まらず、依然厳しい状況。消費税減税が外食に与える影響について不安がある。

運輸・通信

料金改定に伴い、昨年対比 110％の単価上昇が見込まれる一方、売り上げが 110％を割っており顧
客が流出してしまっている。夏のボーナス査定についても厳しいものとなる。

8月からさらなる金利上昇見込み。世界情勢不安定な中、物価上昇等負担が増える見込み。また、
さらなる最低賃金更改も予想され利益確保が厳しくなる。

AI 活用等、IT 業界の急速な変化に追随すると同時に、物価上昇や金利上昇による影響や人材確保に
直結する給与アップへの対応等の課題も点在しており、今後数年が非常に重要な期間である。

サービス
物価高に加え、職員の住宅ローン等の金利上昇は家計へのダメージが大きい。

円安傾向に歯止めをかけるためには政策金利の引き上げはやむを得ない。

資金繰りDI（中分類）

最近の業況、賞与支給計画、日銀政策金利引き上げなどに関する主な意見

2026 年 1 ～ 3 月期 2026 年 4 ～ 6 月期 2026 年 7 ～ 9 月期
前期 実績 今期 実績 差（今期－前期） 来期 見通し 差（来期－今期）

全    業    種 ▲ 11 ▲ 8 3  3 ▲ 16 -8 ▲ 8
製　　造　　業 ▲ 14 ▲ 8 6  6 ▲ 16 -8 ▲ 8

食　料　品 ▲ 14 ▲ 16 -2 ▲ 2 ▲ 20 -4 ▲ 4
繊　　　維  0 ▲ 100 -100 ▲ 100  0 100  100
木　　　材 ▲ 25 ▲ 20 5  5 ▲ 20 0  0
紙・パルプ ▲ 50  67 117  117 ▲ 67 -134 ▲ 134
窯業・土石 ▲ 44 ▲ 50 -6 ▲ 6 ▲ 38 12  12
機械・金属 ▲ 25  15 40  40  0 -15 ▲ 15
電機・電子  33  42 9  9  43 1  1
そ　の　他  17 ▲ 16 -33 ▲ 33 ▲ 50 -34 ▲ 34

建　　設　　業 ▲ 11 ▲ 4 7  7 ▲ 23 -19 ▲ 19
土　　　木 ▲ 23 ▲ 18 5  5 ▲ 36 -18 ▲ 18
建　　　築 ▲ 20  0 20  20 ▲ 39 -39 ▲ 39
総 合 建 設 ▲ 11 ▲ 40 -29 ▲ 29 ▲ 20 20  20
そ　の　他  17  36 19  19  9 -27 ▲ 27

卸　　売　　業 ▲ 16 ▲ 3 13  13 ▲ 6 -3 ▲ 3
食　料　品 ▲ 8  14 22  22  0 -14 ▲ 14
建 設 資 材 ▲ 38 ▲ 25 13  13 ▲ 25 0  0
家 電 卸 売  0 ▲ 50 -50 ▲ 50  0 50  50
そ　の　他 ▲ 14  0 14  14  0 0  0

小　　売　　業 ▲ 11 ▲ 5 6  6 ▲ 16 -11 ▲ 11
百貨店・スーパー  0  0 0  0 ▲ 33 -33 ▲ 33
衣　料　品  0  0 0  0  0 0  0
自　動　車 ▲ 10  0 10  10 ▲ 11 -11 ▲ 11
家 電 製 品 ▲ 67  33 100  100  0 -33 ▲ 33
石油・ガス  0  0 0  0  0 0  0
そ　の　他 ▲ 11 ▲ 17 -6 ▲ 6 ▲ 19 -2 ▲ 2

そ の 他 産 業 ▲ 5 ▲ 10 -5 ▲ 5 ▲ 19 -9 ▲ 9
旅館・ホテル ▲ 26  8 34  34  0 -8 ▲ 8
運輸・通信  0 ▲ 4 -4 ▲ 4  0 4  4
外　　　食  0 ▲ 50 -50 ▲ 50 ▲ 50 0  0
その他サービス ▲ 2 ▲ 14 -12 ▲ 12 ▲ 25 -11 ▲ 11

2026 年 1 ～ 3 月期 2026 年 4 ～ 6 月期 2026 年 7 ～ 9 月期
前期 実績 今期 実績 差（今期－前期） 来期 見通し 差（来期－今期）

全    業    種 ▲ 12 ▲ 13 -1 ▲ 1 ▲ 19 -6 ▲ 6
製　　造　　業 ▲ 15 ▲ 20 -5 ▲ 5 ▲ 21 -1 ▲ 1

食　料　品 ▲ 12 ▲ 16 -4 ▲ 4 ▲ 20 -4 ▲ 4
繊　　　維 ▲ 50  0 50  50 ▲ 50 -50 ▲ 50
木　　　材 ▲ 75 ▲ 60 15  15 ▲ 40 20  20
紙・パルプ  0  0 0  0  0 0  0
窯業・土石  0 ▲ 13 -13 ▲ 13 ▲ 13 0  0
機械・金属 ▲ 17 ▲ 7 10  10 ▲ 7 0  0
電機・電子  0 ▲ 60 -60 ▲ 60 ▲ 40 20  20
そ　の　他 ▲ 16 ▲ 33 -17 ▲ 17 ▲ 33 0  0

建　　設　　業 ▲ 8 ▲ 8 0  0 ▲ 20 -12 ▲ 12
土　　　木  0 ▲ 27 -27 ▲ 27 ▲ 36 -9 ▲ 9
建　　　築 ▲ 20 ▲ 21 -1 ▲ 1 ▲ 14 7  7
総 合 建 設  0  0 0  0 ▲ 10 -10 ▲ 10
そ　の　他 ▲ 8  18 26  26 ▲ 18 -36 ▲ 36

卸　　売　　業 ▲ 13 ▲ 3 10  10 ▲ 13 -10 ▲ 10
食　料　品 ▲ 14 ▲ 7 7  7 ▲ 20 -13 ▲ 13
建 設 資 材 ▲ 13  0 13  13 ▲ 13 -13 ▲ 13
家 電 卸 売  0  0 0  0  0 0  0
そ　の　他 ▲ 14  0 14  14  0 0  0

小　　売　　業 ▲ 11 ▲ 7 4  4 ▲ 10 -3 ▲ 3
百貨店・スーパー ▲ 22 ▲ 11 11  11 ▲ 11 0  0
衣　料　品  0  0 0  0  0 0  0
自　動　車 ▲ 30 ▲ 11 19  19 ▲ 22 -11 ▲ 11
家 電 製 品  0  33 33  33  0 -33 ▲ 33
石油・ガス  0 ▲ 20 -20 ▲ 20  0 20  20
そ　の　他  0 ▲ 6 -6 ▲ 6 ▲ 6 0  0

そ の 他 産 業 ▲ 11 ▲ 13 -2 ▲ 2 ▲ 24 -11 ▲ 11
旅館・ホテル ▲ 20 ▲ 21 -1 ▲ 1 ▲ 29 -8 ▲ 8
運輸・通信 ▲ 11 ▲ 14 -3 ▲ 3 ▲ 23 -9 ▲ 9
外　　　食 ▲ 40 ▲ 50 -10 ▲ 10 ▲ 83 -33 ▲ 33
その他サービス ▲ 4 ▲ 7 -3 ▲ 3 ▲ 17 -10 ▲ 10
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支
給
す
る
企
業
は
ほ
ぼ
横
ば
い

　
2
0
2
6
年
夏
の
賞
与
支
給
に
つ
い
て
、

「
支
給
す
る
」
企
業
割
合
は
全
産
業
ベ
ー
ス
で

83
％
と
、
前
年
（
84
％
） 

か
ら
ほ
ぼ
横
ば
い

と
な
っ
た
（
図
表
1
）。「
支
給
し
な
い
」
は

2
％
で
前
年
（
同 

3
％
）
か
ら
ほ
ぼ
横
ば
い
、

「
未
定
」
は
15
％
と
前
年
（
13
％
）
か
ら
や
や

増
加
し
た
。
業
種
別
に
み
る
と
、「
支
給
す
る
」

企
業
の
割
合
が
最
も
多
か
っ
た
の
は
「
小
売

業
」
の 

95
％
で
、以
下
、「
製
造
業
」（
85
％
）、

「
卸
売
業
」（
81
％
）、「
建
設
業
」
と
「
そ
の

他
産
業
」（
と
も
に
79
％
）
の
順
と
な
っ
た
。

小
売
業
（
前
年 

89
％
↓
今
年
95
％
）
が
6
㌽

増
、
製
造
業
（
同
83
％
↓
85
％
）
が
2
㌽
増

と
な
っ
た
一
方
、
そ
の
他
産
業
（
同
78
％
↓

79
％
）
が
ほ
ぼ
横
ば
い
、
卸
売
業
（
同
93
％

↓
81
％
）
が
12
㌽
減
と
大
幅
に
減
少
、
建
設

業
（
同 

87
％
↓
79
％
）
も
8
㌽
減
と
業
種
間

で
差
異
が
み
ら
れ
る
結
果
と
な
っ
た
。「
支
給

し
な
い
」
企
業
の
割
合
は
、
卸
売
業
と
そ
の

他
産
業
が
そ
れ
ぞ
れ
3
％
、
建
設
業
2
％
、

製
造
業
1
％
、
小
売
業
は
な
か
っ
た
。

一
人
当
た
り
の
平
均
支
給
額

～﹁
増
え
る
﹂は
2
年
ぶ
り
に
増
加

　
賞
与
を
支
給
す
る
企
業
に
お
い
て
、
一
人

当
た
り
の
平
均
支
給
額
を
み
る
と
、
前
年
よ

り「
増
え
る
」は
全
体
の
40
％
と
前
年（
34
％
）

か
ら
6
㌽
増
加
し
、「
前
年
並
み
」
は 

51
％

と
前
年
（
58
％
）
か
ら
7 

㌽
減
少
し
た
。

一
方
、「
減
る
」
は
9
％
と
前
年
（
8
％
）

か
ら
ほ
ぼ
横
ば
い
だ
っ
た
。

　
こ
の
結
果
、
前
年
並
み
以
上
（「
増
え
る
」

と
「
前
年
並
み
」
の
合
計
）
の
支
給
を
実
施

す
る
割
合
は 

91
％
で
前
年
（
92
％
）
か
ら

ほ
ぼ
横
ば
い
と
な
っ
た
。 

　「
増
え
る
」
を
業
種
別
に
み
る
と
、
小
売

業 （
前
年
32
％
↓
今
年
30
％
）
は
や
や
減
少

し
た
が
、
製
造
業
（
同 

33
％
↓
44
％
）
が 

11 

㌽
増
と
大
幅
増
と
な
っ
た
ほ
か
、
建
設

業
（
同
21
％
↓
29
％
）
が
8
㌽
増
、
そ
の
他

産
業
（
同
41
％
↓
45
％
）
が
4
㌽
増
、
卸
売

業
（
同
41
％
↓
44
％
）
が
3
㌽
増
と
な
っ
た
。

増
加
率
を
み
る
と
、「
1
〜
3
％
未
満
」
が

42
％
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
3
〜
5
％
未

プラスワン

満
」（
20
％
）、「
5
〜
10
％
未
満
」 （
18
％
）、

「
10
％
以
上
」（
11
％
）、「
１
％
未
満
」

（
9
％
）
の
順
と
な
っ
た
。
増
加
率
5
％
以

上
は
29
％
で
、
前
年
の
12
％
か
ら
17
㌽
増
と

大
幅
に
増
加
し
た
。増
加
要
因
・
目
的
は
、「
社

員
の
意
欲
向
上
」
が 

60
％
と
最
も
多
く
、

次
い
で
「
物
価
高
対
策
（
物
価
高
へ
の
手
当

て
）」（
35
％
）、「
業
績
が
向
上
」（
30
％
）

の
順
と
な
っ
た
。ま
た
、「
社
員
の
意
欲
向
上
」

は
前
年
（
59
％
）
よ
り
1
㌽
増
、「
物
価
高

対
策（
物
価
高
へ
の
手
当
て
）」は（
同
37
％
）

は
2
㌽
減
、「
業
績
が
向
上
」（
同
31
％
）
は

1
㌽
減
と
前
年
と
ほ
と
ん
ど
変
化
が
無
い

中
、「
人
手
不
足
を
解
消
す
る
た
め
」（
同

22
％
↓
17
％
）
は
5
㌽
減
と
な
っ
た
。

　
一
方
、「
減
る
」
を
業
種
別
に
み
る
と
、

小
売
業
（
同
5
％
↓
13
％
）
が
8
㌽
増
、

そ
の
他
産
業（
同
3
％
↓
6
％
）が
3 

㌽
増
、

製
造
業
（
同
14
％
↓
15
％
）
は
1
㌽
増
と

増
加
し
た
一
方
、
卸
売
業
（
同 

7
％
↓

0
％
）
が
7
㌽
減
、
建
設
業
（
同 

8
％
↓

6
％
）
が 

2
㌽
減
と
な
っ
た
。
減
少
率
を

み
る
と
「
10
％
以
上
」
が
33
％
と
最
も
多
く
、

次
い
で
「
1
〜
3
％
未
満
」
と
「
5
〜

10
％
未
満
」（
と
も
に
24
％
）、「
1
％
未
満
」

と
「
3
〜
5
％
未
満
」（
と
も
に
10
％
）
と

な
っ
た
。
減
少
要
因
・
目
的
は
、「
業
績
が

悪
化
」
が 

91
％
と
最
も
多
く
、前
年
（
80
％
）

か
ら
は
11
㌽
増
加
し
た
。
一
方
、「
給
与
と

賞
与
の
配
分
見
直
し
（
賞
与
の
割
合
低
減
）」

（
同
20
％
↓
9
％
）
は
11
㌽
減
と
大
幅
に
減

少
し
た
。

D
I
の
推
移

～﹁
一
人
当
た
り
の
平
均
支
給
額
の
Ｄ
Ｉ
﹂は
増
加

　
支
給
の
有
無 

D
I
（「
支
給
す
る
」
と
「
支

給
し
な
い
」
の
割
合
の
差
）
を
み
る
と
、
今

年
は 

81 

と
前
年
（
81
）
か
ら
横
ば
い
で
あ
っ

た
（
図
表
2
）。
一
方
、
一
人
当
た
り
の
平

均
支
給
額
D
I
（「
増
え
る
」
と
「
減
る
」

の
割
合
の
差
）
を
み
る
と
、
今
年
は 

31 

と

前
年 （
26
）
か
ら
5
㌽
増
加
し
、
2
年
ぶ
り

に
前
年
を
上
回
っ
た
（
図
表
3
）。
支
給
の

有
無
D
I
が
高
水
準
で
推
移
し
て
い
る
中
、

一
人
当
た
り
の
平
均
支
給
額
D
I
は
再
び
増

加
し
て
お
り
、
厳
し
い
経
営
環
境
で
は
あ
る

が
、
支
給
額
を
上
積
み
し
て
い
る
様
子
が
う

か
が
え
る
。

一
人
当
た
り
の
平
均
支
給
額︵
実
額
︶

～
製
造
業
︑建
設
業
︑卸
売
業
で
増
加

　
一
人
当
た
り
の
平
均
支
給
額（
実
額
）は
、

全
産
業
ベ
ー
ス
で
36
万
1
1
4
円
と
な
り
、

前
年
（
36
万
9
2
1
7
円
）
か
ら
2
・

5
％
減
少
し
た（
図
表
4
）。
業
種
別
で
は
、

卸
売
業
が
39
万
8
0
0
0
円
（
前
年
比

15
・
9
％
増
）
と
最
も
多
く
、
以
下
、
製

造
業
37
万
2
4
6
4
円
（
同
1
・
3
％
増
）、

建
設
業
35
万
9
5
5
9
円
（
同
3
・
6
％

増
）、
小
売
業
35
万
5
4
2
1
円
（
同
16
・

9
％
減
）、
そ
の
他
産
業
33
万
7
8
7
4
円

（
同
7
・
6
％
減
）
と
な
っ
た
。

　
金
額
別
の
構
成
比
を
み
る
と
、
全
産
業

ベ
ー
ス
で
は
「
20
〜
30
万
円
未
満
」
が

31
％
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
30
〜
40
万

円
未
満
」（
21
％
）
と
な
っ
た
（
図
表
5
）。

お
わ
り
に

　
今
回
調
査
で
は
夏
の
支
給
額
を
「
増
や
す
」

と
回
答
し
た
企
業
の
割
合
が
2
年
ぶ
り
に
増

加
し
、
増
加
率
5
％
以
上
の
割
合
も
大
幅
に

増
え
た
。
中
東
情
勢
の
先
行
き
不
透
明
感
を

背
景
と
し
た
厳
し
い
経
営
環
境
が
続
く
中
で

も
、
社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
向
上
や
物
価

高
対
策
を
意
識
し
て
賞
与
を
増
や
そ
う
と
し

て
い
る
企
業
の
努
力
が
う
か
が
え
る
。

　
県
内
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
長
引
く

物
価
高
騰
や
政
策
金
利
引
き
上
げ
に
伴
う
金

利
上
昇
な
ど
今
後
も
厳
し
い
状
況
が
続
く
。

ま
た
、
26
年
度
の
最
低
賃
金
の
目
安
額
と
し

て
全
国
平
均
1
1
7
6
円
、
前
年
か
ら
55
円

の
引
き
上
げ
が
示
さ
れ
る
な
ど
賃
金
上
昇
も

続
き
、
人
件
費
の
負
担
も
増
す
。
今
後
も
事

業
を
継
続
し
て
い
く
に
は
賞
与
支
給
を
含
め

た
賃
上
げ
を
実
施
し
な
く
て
は
な
ら
ず
、
県

内
企
業
も
賃
上
げ
の
原
資
と
な
る
利
益
の
確

保
が
こ
れ
ま
で
以
上
に
重
要
と
な
る
。

（
古
江
　
孝
徳
）

注1)一人当たりの平均支給額の「増加要因・目的」と「減少要因・目的」および「支給しない要因」は複数回答。
注2）割合の算出は四捨五入を用いているため、合計が100％とならない場合がある。

図表1　2026年 夏の賞与支給計画
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全産業 前年 前年 前年 前年 前年 前年製造業 建設業 卸売業 小売業 その他
産業

月給支給額の1カ月分以下

〃１カ月分超～1.5カ月分以下

〃1.5カ月分超～２カ月分以下

〃２カ月分超

１％未満

１～３％未満

３～５％未満

５～１０％未満

１０％以上

１％未満

１～３％未満

３～５％未満

５～１０％未満

１０％以上

社員の意欲向上

物価高対策（物価高への手当て）

業績が向上

社員の平均年齢上昇

人手不足を解消するため

同業他社と比較して低い

給与と賞与の配分見直し(賞与の割合増加)

その他

業績が悪化

経営体質強化に向けた人件費圧縮

給与と賞与の配分見直し(賞与の割合低減)

社員の平均年齢低下

同業他社と比較して高い

その他

経営体質強化に向けた人件費圧縮

業績が悪化

給与と賞与の配分見直し(賞与の割合低減)

その他

 支  給  す  る

 増    え    る

 前   年   並   み
 減               る

DI(「増える」－「減る」)

 支 給 し な い

 DI（「支給する」－「支給しない」）
 未 　　　　  定

支
給
率

増
加
率

減
少
率

要
因・目
的

要
因・目
的

支
給
の
有
無

一
人
当
た
り
の
平
均
支
給
額

支
給
し
な
い

要
因 

 単位：％

83
16
41
26
17
2

15
81
40
9

42
20
18
11
60
35
30
24
17
2
1

10
51
9

10
24
10
24
33
91
14
9
5
0
5

31
17
17
17
50

91
支給の有無‥「支給する」83％。
前年の84％からほぼ横ばい。

業種別では「小売業」の95％が最
多、最も低かったのが「建設業」と
「その他産業」の79％だった。

支給の有無DI（「支給する」と「支
給しない」の割合の差）…DIは81
で、前年（81）から横ばい。

一人当たりの平均支給額‥「増え
る」が40％。前年の34％から6㌽
上昇。

●

●

●

●

【調査結果のポイント】

調査時期
2026年6月下旬

調査の概要

調査方法
インターネット及び郵送

対象企業
県内主要企業500社

回答企業数
304社（回答率 60.8％）

2
0
2
6
年
夏
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賞
与
支
給
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画
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て

―
厳
し
い
環
境
な
が
ら
、支
給
額
は
増
加
―
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